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フレイル予防活動支援プログラムの実践と評価
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目的 我々は，フレイル高齢者では，地域における役割がないことが，社会からの離脱を早め，二

次的に心身機能維持の意欲が低下していると考え，地域保健モデルであるコミュニティアズ

パートナー（Community As PartnerCAP）に基づく介入によって地域における役割期待の

認知を促す，住民主体フレイル予防活動支援プログラムを開発した。本報告では，このプログ

ラムを自治体の介護予防事業等で実施できるよう，プログラムの実践例の紹介と，その評価を

通して，実施可能性と実施上の留意点を検討した。

方法 プログラムは週 1 回90分の教室で，「学習期」，「課題抽出期」，「体験・実践期」の 3 期全10

回 4 か月間で構成した。教室は，ワークブックを用いたフレイル予防や地域資源に関する学習

と，CAP に基づく地域診断やグループワークを専門職が支援する内容とした。このプログラ

ムの実践を，地域高齢者を対象としたコホート研究のフィールドにおいて行った。基本チェッ

クリストでプレフレイル・フレイルに該当する160人に対して案内を郵送し参加者を募集し，

プログラムによる介入と，介入前後にフレイルや地域資源に対する理解度や，フレイル予防行

動変容ステージについてのアンケートを行った。本報告では，参加率やフレイルの内訳，脱落

率，介入前後のアンケートをもとにプログラムの実施可能性と実施上の留意点を検討した。

結果 参加者は42人で（参加率26.3），プレフレイル25人，フレイル17人であった。脱落者は10

人であった（脱落率23.8）。介入前後でフレイルの理解は 5 項目中 4 項目，地域資源の理解

は，11項目中 6 項目で統計的に有意な向上を認めた（P＜0.05）。フレイル予防行動変容ステー

ジは，維持・向上したものが26人（81.2）だった。

結論 住民によるグループワークを専門職が支援するプログラムであっても，専門職が直接介入す

る従来型プログラムと同程度の約 3 割の参加率があった。一方，脱落率はやや高く，事前説明

会で参加者に教室の特徴を理解させることや，教室中はグループワークに参加しやすくするた

めの専門職の支援が重要であると考えられた。また，アンケート結果から，プログラムによっ

てフレイルや地域資源への理解度が向上し，フレイル予防行動の獲得も示唆された。
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 緒 言

高齢期には健常な状態から要介護状態への中間的

な段階であるフレイルへの対策が重要である。フレ

イルに対しては，従来の研究では，筋力増強トレー

ニングなどの運動1～4)，運動と栄養5～8)，包括的プ

ログラム9)などの介入効果が示されている。しか

し，これらは主に理学療法士や栄養士など専門職が

直接介入するものであり，後期高齢者が急増し社会

保障費の増額が懸念される将来においては10)，専門

職の確保や費用面の問題が生じてくる11)。したがっ

て，今後は住民が主体となったフレイル予防も重要

である。

ところで，フレイル高齢者では，地域における役
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図 対象者リクルートの流れ
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割がないことが，社会からの離脱を早め，二次的に

心身機能維持の意欲が低下していると考えられる。

地域在住高齢者を対象とした先行研究において，社

会参加を全くしない群は社会参加をしている群と比

べて心身機能低下のリスクが高まること12)や，社会

活動性が手段的日常生活動作能力（IADL）障害に

先行して低下するという報告がある13)。我々が実施

した都市高齢者に対するアンケート調査でも，「バ

スや電車を使って 1 人で外出できますか」の質問で

「はい」と答えた者が91.6に対し，友人や親戚と

直接対面での交流頻度で週 1 回以下の者が51.9以

上も存在し，IADL 障害がなくても近隣との交流が

ないものが半数以上もいることを示唆している14)。

従来はフレイルを予防できれば地域活動への参加

を促すことができるという観点で，運動や栄養介入

が進められてきたが，地域に参加する場や交流機

会，役割がないことがフレイルの要因となっている

可能性がある。マズローの欲求 5 段階説では，人間

の欲求を 5 つの階層で示しているが15)，これまでの

介護予防では主に，生理的欲求，安全欲求の階層へ

の介入が行われてきたと言える。しかし，介護予防

に参加するための心身機能維持への意欲には，自己

実現欲求が必要である。地域に参加する場や交流が

ない高齢者に対しては，自己実現欲求のために必要

な社会的欲求や承認欲求への介入が求められると考

えられる。

そこで，我々は住民主体のフレイル予防を進める

上で，地域における役割を認識することで心身機能

の意欲が回復するような介入が必要と考え，地域診

断の手法であるコミュニティアズパートナーモデル

（Community As PartnerCAP）を用いた住民主体

のフレイル予防活動支援プログラムを開発した。

CAP とは，地域課題の認知に始まり住民自らの手

で健康課題を解決することを支援する地域保健モデ

ルであるが16)，フレイル高齢者自身が主体となって

地域診断を行い，地域課題を検討するようなプログ

ラムはこれまでなかった。本報告では，このプログ

ラムを自治体の介護予防事業等で実施できるように

するために，プログラムの実践例の紹介と，その評

価を通して，実施可能性と実施上の留意点を検討し

た。

 研 究 方 法

. 対象者

住民主体のフレイル活動予防支援プログラム「み

んなで地域のフレイル予防を考える教室（みんフ

レ）」を，地域在住高齢者を対象とした「お達者健

診2011コホート」のフィールドにおいて実践した。

「お達者健診2011コホート」は東京都板橋区の 9 地

域（高齢者人口約7,000人）を対象としており，そ

のうち 4 地域の介入地域と 5 地域の対照地域を割り

当てている17)。「みんフレ」の募集対象を2017年度

の会場調査に参加した761人のうち，介入地域に割

り当てられた340人から，Satake ら18)の基準を用い

て，基本チェックリストの合計点が 3 点以下をロバ

スト（非フレイル），4 点から 7 点をプレフレイル，

8 点以上をフレイルと定義し，プレフレイル102

人，フレイル58人，計160人を抽出した。

. 介入方法

プレフレイル・フレイルの者に対して，プログラ

ムの説明会への案内および説明文書，返信用封筒を

送付した。説明会の案内文には，フレイルに関する

簡単な説明と，本プログラムがフレイルについて参

加者が話し合い，フレイル予防活動を主体的に行っ

ていくプログラムであることを示した。説明会で

は，参加希望者に対して，フレイルに関する情報提

供および研究の趣旨の説明を実施し，同意を得た上

で参加者を決定した。説明会に参加したのは56人

で，最終的に参加に同意したのは42人であった（図

1）。
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「みんフレ」は2018年 4 月～ 7 月にかけて東京都

健康長寿医療センター研究所の多目的室を用いて週

1 回，午前・午後の部の 2 コース開催し，各コース

の参加者は説明会における参加者の希望に基づき午

前23人，午後19人に振り分けた。各回は 4～5 人の

スタッフが担当し，全体の進行管理はフレイル予防

を専門とする研究者，グループワーク支援は保健師

や理学療法士の専門職が担当した。プログラムの学

習期は専門職がグループワークの支援を行ったが，

プログラムが進むにつれてできるだけ参加者が中心

となって行えるように努めた。

. 評価方法

1) 介入前後の評価

プログラム参加者に対しては，介入前後にフレイ

ルに対する理解度（5 項目）や地域資源に対する理

解度（11項目），フレイル予防行動変容ステージに

ついて，質問紙調査にて評価した。

フレイルに対する理解度については，「◯フレイ

ルとは何か」，「◯なぜ，フレイル予防が必要なの

か」，「◯我が国のフレイルの原因について」，「◯フ

レイル予防のための具体的方法について」，「◯地域

高齢者のためのフレイル予防活動の実践方法につい

て」という項目を設定し，「1全く理解していな

い」，「2あまり理解していない」，「3どちらとも

言えない」，「4少し理解している」，「5よく理解

している」の 5 件法で回答を求めた。

地域資源に対する理解度については，「◯お住ま

いの地域の特性について」，「◯高齢者の人口動態

（数，高齢化率，フレイルの割合いなど）につい

て」，「◯おとしより相談センター（地域包括支援セ

ンター）の機能について」，「◯フレイル予防（介護

予防）に関わる学習すべき内容について」，「◯フレ

イル予防に関わる福祉サービスについて」，「◯お住

まいの地域の生活しやすさ・しにくさについて」，

「◯お住まいの地域の公共交通機関について」，「◯

フレイル予防のための情報の集め方について」，「◯

フレイル・フレイル予防にかかる費用について」，

「◯フレイル予防に効果的な具体的活動について」，

「◯フレイル予防に関する地域の課題について」と

いう項目を設定し，「1全く知らない」，「2あま

り知らない」，「3どちらとも言えない」，「4少し

知っている」，「5よく知っている」の 5 件法で回

答を求めた。

フレイル予防行動変容ステージについては，

Prochaska の行動変容ステージ19)をもとに作成し，

フレイル予防の改善・予防の活動について，「1私

は現在，活動していない。また，これからもするつ

もりはない（無関心期）」，「2私は現在，活動して

いない。しかし，近い将来（6 か月以内）に活動す

るつもり（関心期）」，「3私は現在活動している。

しかし，定期的ではない。（準備期）」，「4私は現

在，定期的に活動をしている。しかし，始めてから

6か月以内である。（実行期）」，「5私は現在，定期

的に運動をしている。また，6 か月以上継続してい

る。（維持期）」の 5 件法で尋ねた。

2) 脱落者の評価

修了者と脱落者の特性を比較するために，対象者

の抽出を行った2017年度の会場調査で得た通常歩行

時間，老研式活動能力指標20)，日本語版 MoCA 軽

度認知障害スクリーニング（MoCA-J)21)，日本語

版 Lubben Social Network Scale 短縮版（LSNS-6)22)

のデータを用いた。

通常歩行時間は，歩行路（加速路 3 m，測定路 5

m，減速路 3 m）を設定し，所要時間を0.1秒単位で

ストップウォッチを用いて測定した。合計11 m の

歩行路を普段通りの速さで歩くよう参加者に教示し

た。老研式活動能力指標は，13項目の質問に対し

て，「はい」（1 点），「いいえ」（0 点）の 2 件法で回

答を求めた。MoCA-J は，調査前に研修を受けた認

定心理士または臨床心理士がテスターとなり実施し

た。LSNS-6 は，家族ネットワークに関する 3 項目

および非家族ネットワークに関する 3 項目の計 6 項

目について 6 件法で尋ねた。

. ｢みんフレ」の実践内容

1) プログラム内容

「みんフレ」は，フレイルを知るための「学習期」，

地域診断とフレイル対策の検討による「課題抽出

期」，地域における実践例の体験や活動計画の発表

による「体験・実践期」の 3 期全10回，4 か月間で

構成し，各回のテーマに関する学習とグループワー

クを，保健師などの専門職が支援する内容とした

（表 1）。「学習期」には，フレイルの概要と基本

チェックリストを元に自分自身のフレイルのタイプ

を学ぶ内容とした。「課題抽出期」には，CAP の地

域コアと 8 つのサブシステム（◯保健医療と社会福

祉，◯情報，◯経済，◯レクリエーション，◯物理

的環境，◯教育，◯安全と交通，◯政治と行政）に

ついての地域診断を16)，ワークブックを使って住民

自身が行うようにした。「体験・実践期」には，地

域における実践例を体験し，フレイルに効果的な活

動に関する情報を参加者自身が集め，発表した。

ワークブックの作成には，保健師や理学療法士，

フレイル予防を専門とした研究者が関与した。1 回

分の内容をワークブックの見開き 1 ページに掲載

し，左半分を学習内容の説明，右半分をグループ

ワークの課題とした（図 2）。
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表 「みんフレ」のプログラム構成

期 回 テ ー マ 学習内容 グループワーク 統 計 資 料

学習期

（フレイルを

知るための

学習)

1

基本チェックリスト

該当数からフレイル

を知る

フレイルの定義や原因，

予後について学ぶ。

基本チェックリストをやって

みた結果からフレイルの状態

像について考える。

2

基本チェックリスト

下位項目からフレイ

ルのタイプを知る

フレイルの種類（身体

的，精神・心理的・社会

的）や基本チェックリス

トをもとにした評価方法

について学ぶ。

基本チェックリストの下位項

目の点数を算出し，自分のフ

レイルの特徴や改善に必要な

ことについて話し合う。

課題抽出期

（地域課題の

抽出とフレ

イル対策の

検討)

3
地域コア情報（地域

体力）とフレイル

地域でのフレイルの状況

を知るための評価指標

（年齢，運動機能，基本

チェックリストの点数）

について学ぶ。

調査データをもとにお住まい

の地域のフレイル関連指標を

確認し，地域のフレイルの特

徴や必要な対策について話し

合う。

コホート研究の調査から求めた

生活圏域別のフレイル関連指標

（年齢，握力，歩行速度，基本

チェックリストの合計点および

下位項目の点数，フレイル該当

の割合）のデータ。

4
地域コア情報（人口

動態）とフレイル

地域診断の重要性や方法

（CAP モデル）について

学ぶ。

介護保険事業計画をもとにお

住まいの地域の高齢人口，要

介護認定率，介護給付費を確

認し，地域の特徴やフレイル

予防の重要性への気づきにつ

いて話し合う。

自治体の介護保険事業計画に掲

載されている高齢者および介護

保険の状況（総人口，生産年齢

人口，老年人口，前期・後期高

齢者の人数，要介護認定者数・

認定率，介護保険総給付費，介

護保険事業費の執行状況，介護

保険料基準額の推移）のデータ。

5

サブシステム（政治

と行政・保健と社会

福祉）とフレイル

板橋区内のフレイル予防

に関するサービスやおと

しより相談センターに関

する情報について学ぶ。

介護保険事業計画や介護予

防・日常生活支援総合事業に

関するパンフレットをもと

に，おとしより相談センター

の位置や利用の有無，フレイ

ル予防に関するサービスの参

加の有無や活用方法について

話し合う。

介護保険事業計画に掲載されて

いる自治体のフレイル予防の方

針に関する情報，自治体が住民

向けに発行している介護予防・

日常生活支援総合事業に関する

冊子に掲載されている地域包括

支援センターの役割や位置情

報，短期集中型サービスや一般

介護予防事業などの介護予防

サービスに関する情報。

6

サブシステム（情

報・教育・レクリ

エーション）とフレ

イル

板橋区や研究所が実施す

る講座などを例示し，地

域でのフレイル予防活動

に関する情報はどんなも

のがあるのか学ぶ。

事前に参加者が調べたフレイ

ル予防に活用できる情報をも

とに，情報の入手源を確認

し，実践する。グループ内で

集めた情報の良い点をまと

め，フレイル予防活動の特徴

について話し合う。

自治体や医療関連施設が住民向

けに提供している公開講座や自

治体の一般介護予防事業や介護

予防サポーター養成講座などの

フレイル予防に関する取り組

み，自治体で実践している体操

の情報。

7

サブシステム（物理

的環境・安全と交

通・経済）とフレイ

ル

フレイルと関連する環境

やウォーカビリティ，経

済状況について学ぶ。

白地図を用いて生活圏のフレ

イル予防活動の妨げになる物

理的環境や交通の特徴を挙

げ，ウォーカビリティの観点

から地域の特徴を話し合う。

コホート研究の調査から求めた

経済状況とフレイルの関連性を

示すデータ。

体験期

（地域におけ

る実践例の

体験)

8
具体的なフレイル予

防活動の体験

介護予防リーダーを招聘

し，ご当地体操の紹介と

体験，運動を安全に効果

的に行うポイント（過負

荷の原則や抗重力筋）に

ついて学ぶ。

実践したフレイル予防活動に

ついて，生理的な反応を中心

にどの部分が動き，どんな効

果があるか，効果を上げるた

めの工夫，運動を継続するた

めの工夫について気づいたこ

とを話し合う。

9
グループで持ち寄っ

た予防活動の体験

フレイルと関連する栄養

や評価方法（食品摂取の

多様性得点23)，指わっか

テスト24)）について学

び，第 8 回で実施した体

操と各自治体で行われて

いる体操の実践をする。

参加者が持ち寄ったフレイル

予防活動を共有し，効果や注

意点など気づきを話し合い，

発表する。

10

グループで持ち寄っ

た予防活動の体験・

修了式

フレイルに関連する口腔

機能や簡単な口腔体操，

認知機能低下の予防につ

いて学ぶ。

これまで実践したフレイル予

防活動を振り返り，感想を共

有し，これまでのプログラム

を振り返る。プログラム終了

後にどのような活動を実践す

るか話し合う。

521第67巻 日本公衛誌 第 8 号2020年 8 月15日
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図 ワークブックの内容の一例
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2) 各回の進行

各回の進行は，5～6 人で 1 グループを構成し，

各グループに保健師や理学療法士，研究者がグルー

プワークを支援するためにファシリテーターとして

関わった。前半でワークブックの左半分の説明をグ

ループで声に出して輪読し，各回のテーマに関する

内容について学習した。参加者にとってわかりにく

い内容があった際にはファシリテーターが解説を加

えた。

後半では，ワークブックの右半分の課題について

グループワークを行った。グループワークでは，

CAP の地域コアと 8 つのサブシステムでフレイル

予防に関連する統計資料を用意し，データをワーク

ブックに転記し，その結果に基づく意見交換を行っ

た。意見交換では，参加者が書記，司会，発表の役

割を担い，結果を整理し，グループごとに発表を

行った。実践期には，必要に応じて地域で自主グ

ループ活動を実践している代表者を招聘し，実践し

ている体操を体験した。また，参加者自身が調べた

フレイル予防に効果的な取り組みを持ち寄って体験

した。最終の第10回では，修了式を行い，今後の活

動について参加者同士で話し合う機会を設けた。各

回で用いた統計資料や実践例23,24)の具体的内容につ

いては表 1 に示した。

. 分析方法

プログラムへの参加率，参加者におけるフレイル

の内訳，脱落率を求めた。フレイルの内訳および介

入前後評価の検定には，Wilcoxon の符号付き順位

検定およびカイ二乗検定を，修了者と脱落者の評価

の検定には，Mann-Whitney の U 検定を用いて，

統計的な検討を行った。すべての解析には IBM

SPSS Statics version 25を用い，有意水準 5未満で

統計的有意と判断した。

. 倫理的配慮

調査への回答に際しては，調査の趣旨や回答は個

人が特定されないよう処理することなどについて書

面および口頭で説明し，同意を得た。本研究は，東

京都健康長寿医療センター研究所の倫理委員会の承

認（「CAP による介入研究」承認番号平成28年度

61，承認年月日平成28年12月 8 日，「板橋コホー

トにおける会場調査」承認番号平成29年度28，承

認年月日平成29年 9 月 8 日）を得て実施した。

 結 果

説明会参加率は34.8，参加者42人（全160人中

の参加率26.3）の内訳は，男性15人，女性27人
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表 各指標の介入前後の変化

項 目 介入前 介入後 有意確率

フレイルの理解度

◯フレイルとは何か† 3.2(1.3) 4.4(0.6) ＜.001

◯なぜ，フレイル予防が必要なのか† 3.5(1.3) 4.5(0.7) ＜.001

◯我が国のフレイルの原因 2.5(1.3) 3.2(1.2) .011

◯フレイル予防のための具体的方法 2.7(1.3) 4.1(0.8) ＜.001

◯地域高齢者のためのフレイル予防活動の実践方法 2.4(1.3) 3.6(1.0) ＜.001

地域資源に対する理解度

◯お住まいの地域の特性† 3.5(1.1) 3.7(1.0) .360

◯高齢者の人口動態 2.8(1.2) 3.8(0.8) ＜.001

◯おとしより相談センターの機能† 3.4(1.2) 3.8(1.0) .014

◯フレイル予防に関わる学習すべき内容 2.9(1.2) 3.8(0.9) .001

◯フレイル予防に関わる福祉サービス 2.8(1.3) 3.4(1.1) .002

◯お住まいの地域の生活しやすさ・しにくさ† 3.4(1.1) 3.6(1.1) .471

◯お住まいの地域の公共交通機関† 4.0(1.1) 4.3(1.0) .156

◯フレイル予防のための情報の集め方 2.7(1.2) 3.5(1.0) .001

◯フレイル・フレイル予防にかかる費用 2.3(1.2) 2.8(1.1) .081

◯フレイル予防に効果的な具体的活動 2.5(1.2) 3.5(1.0) ＜.001

◯フレイル予防に関する地域の課題 2.4(1.2) 3.3(1.0) ＜.001

フレイル予防行動変容ステージ

得点 3.1(1.5) 3.6(1.3) .085

低下した者 6[18.8]

維持した者 13[40.6]

向上した者 13[40.6]

P＜.050 平均値（標準偏差） n［］ †理解度が介入前に「3」以上の項目
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プレフレイル25人（プレフレイル102人中の参加率

24.5），フレイル17人（フレイル58人中の参加率

29.3）で，プレフレイルとフレイルそれぞれの参

加率に差は認められなかった。「みんフレ」の修了

者は，32人で男性 9 人，女性23人プレフレイル20

人，フレイル12人で，「みんフレ」の脱落者は10人

（参加者42人中の脱落率23.8）で男性 6 人，女性

4 人プレフレイル 5 人（プレフレイルの参加者25

人中の脱落率20.0），フレイル 5 人（フレイルの

参加者17人中の脱落率29.4）で，プレフレイルと

フレイルそれぞれの脱落率も差は認められなかった。

フレイルの理解度および地域資源に対する理解度

における介入前後の変化を表 2 に示す。フレイルの

理解度は介入前と比べて介入後では，5 項目中「◯

フレイルとは何か」，「◯なぜ，フレイル予防が必要

なのか」，「◯フレイル予防のための具体的方法につ

いて」，「◯地域高齢者のためのフレイル予防活動の

実践方法について」の 4 項目において，統計的に有

意な向上が認められた（P＜.001）。「◯我が国のフ

レイルの原因について」は，介入前後で変化が認め

られなかった。

地域資源に対する理解度は介入前と比べて，介入

後では，11項目中「◯高齢者の人口動態（数，高齢

化率，フレイルの割合いなど）について」，「◯おと

しより相談センター（地域包括支援センター）の機

能について」，「◯フレイル予防（介護予防）に関わ

る学習すべき内容について」，「◯フレイル予防に関

わる福祉サービスについて」，「◯フレイル予防のた

めの情報の集め方について」，「◯フレイル予防に効

果的な具体的活動について」，「◯フレイル予防に関

する地域の課題について」の，とくにフレイル予防

と関連する 7 項目において統計的に有意な向上が認

められた（P＜.05～＜.001）。「◯フレイル・フレイ

ル予防にかかる費用」については，介入前後で変化

が認められなかった。

また，フレイルの理解度が 3 点以上で介入前から

対象者が比較的理解していた項目は，「◯フレイル

とは何か」，「◯なぜ，フレイルが必要なのか」であっ

た。介入前の地域資源に対する理解度では，「◯住

まいの地域の特性」，「◯おとしより相談センター

（地域包括支援センター）の機能」，「◯お住まいの

地域の生活しやすさ・しにくさ」，「◯お住まいの地

域の公共交通機関」であった。

フレイル予防行動変容ステージは，介入前と比べ

て介入後の変化は有意傾向であったが（P＝0.085），

維持・向上した者が26人（81.2）と低下した者の

割合と比較して多かった。一方，低下した 6 人のう

ち，維持期から準備期へ変化した者が 1 人，維持期
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表 プログラム修了者と脱落者の各指標の比較

修了者
（n＝32)

脱落者
（n＝10)

有意
確率

男性（n［］） 9[28.1] 6[60.0] .128

年齢（歳) 74.1(6.60) 76.1(7.64) .406

5 m 通常速度歩行（秒) 4.1(0.85) 4.5(1.87) .695

老研式活動能力指標（点) 11.7(2.44) 11.3(2.54) .873

MoCA-J（点) 24.8(4.12) 19.2(6.74) .020

LSNS-6（点) 14.3(6.53) 11.7(8.73) .213

P＜.050 平均値（標準偏差） n［］
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から無関心期へ変化した者が 1 人，実行期から準備

期へ変化した者が 2 人，準備期から関心期へ変化し

た者が 2 人であった。

修了者と脱落者の比較について，表 3 に示す。通

常歩行時間および老研式活動能力指標，LSNS-6 は

修了者と脱落者に差が認められなかったが，

MoCA-J は脱落者の方が修了者と比べて有意に得点

が低かった（P＜.050）。

 考 察

本研究では，住民主体のフレイル予防活動支援プ

ログラム「みんフレ」を開発し，プログラムの実践

例の紹介と，その評価を通して実施可能性と実施上

の留意点を検討した。「みんフレ」は，CAP を用い

て地域の課題を認識し，対象者本人が地域に必要と

されている役割期待を認知することによって，住民

が主体となって健康行動を変容していくプログラム

である。これまでのフレイル予防に関する介入研究

では，理学療法士や栄養士など専門職が運動・栄養

改善のプログラムを提供するモデルであった

が1～9)，本研究が示したようなプログラムは皆無で

あった。本研究において示したプログラムの実践例

はこのようなプログラムを新たに導入する際に不可

欠な情報である。

まず，「みんフレ」の実施可能性について検討す

る。参加率は26.3であった。平成26年度の二次介

護予防事業への参加者は，二次予防事業対象者のう

ち8.8であるのに対し25)，「みんフレ」の方が高い

参加者の割合を示した。しかし，これは本研究では

「みんフレ」参加者をコホート研究の調査参加者か

ら募集していることに起因している。そこで，本研

究と同様にコホート研究参加者からプログラム参加

者を募集した先行研究の参加率と比べると，プレフ

レイルの女性高齢者を対象とした運動・栄養改善プ

ログラムへの参加率は41.57)，老年症候群改善プ

ログラムへの参加率は27.226)，フレイル高齢者を

対象とした運動・栄養改善のプログラムへの参加率

は39.6であった27)。「みんフレ」への参加率は先

行研究と同程度かやや低かったが，専門職が直接介

入するプログラムとは異なる参加者主体で進めるプ

ログラムでも，健診参加者のうちフレイル高齢者を

対象に参加者を募集した場合，約 3 割の参加が見込

めることが明らかとなった。

「みんフレ」参加者のフレイルの内訳は，プレフ

レイルは25人，フレイルは17人と参加率に差は認め

られなかった。「みんフレ」はグループワーク中心

のプログラムであったものの，プレフレイルとフレ

イルを対象に運動と栄養のプログラムを実施した先

行研究と比較して5)，プレフレイルとフレイル高齢

者の参加も同等に見込めることがわかった。将来の

フレイル予防に寄与するために，フレイルの前段階

であるプレフレイル高齢者の参加が促進したい場合

もあるかもしれない。その場合には，プレフレイル

高齢者に対して，身体機能や認知機能低下や予防の

必要性の一層の気づきを促すような，ちらしや説明

資料の作成も重要であろう。

一方，「みんフレ」の脱落率は23.8で，先行研

究における運動機能改善プログラムの脱落率は

11.27)，運動・栄養改善のプログラムの脱落率は

3.827)と比べると高かった。これらの介入プログ

ラムは専門職が運動を指導する教授型のプログラム

であったが，「みんフレ」はグループワークを中心

に主体的に参加することが求められるプログラムで

あったため，より虚弱な参加者にとって心理的な負

担が高かった可能性があった。その要因を検索する

ために修了者と脱落者の心身機能を比較したとこ

ろ，年齢，5 m 通常歩行速度，老研式活動能指標，

LSNS-6 は差がなかったが，脱落者では MoCA-J の

得点が有意に低く，脱落者は認知機能が低下してい

たために，学習内容を十分に理解することができず

プログラムに継続して参加することが難しかったと

推察された。

次に，「みんフレ」の効果について検討する。介

入前後のフレイルの理解度およびフレイルに関連し

た地域資源に対する理解度が向上しており，「みん

フレ」はフレイルに対する理解度を高める上で効果

があった。「課題抽出期」で地域診断を通して地域

の課題を認識し，その課題を踏まえて「実践期」で

フレイル予防に効果的な具体的活動方法について学

んだことが，地域資源に対する理解度の効果を高め

ることにつながったと考えられた。一方，地域資源

に対する理解度のうち，「お住まいの地域の特性」

や「お住まいの地域の生活しやすさ・しにくさ」，

「お住まいの地域の公共交通機関」といった地域特
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性に関連する項目では，介入前から理解度が高く，

天井効果により大きな変化が認められなかった。し

たがって，地域での介入に主体的に参加する住民は

とくに地域特性への関心が高いこと，また公共交通

機関など日常生活で接する機会の高い情報は元々広

く認識されていることが示唆された。「我が国のフ

レイルの原因」や「フレイル・フレイル予防にかか

る費用」については，介入前後で理解度が低かっ

た。地域の情報についてはある程度理解できている

が，フレイルに関する知識については明らかに不足

しているため，フレイルに重点を置いてプログラム

を構成する必要があると考えられる。地域診断を通

じてフレイルについて学ぶ本プログラムは，フレイ

ルの教育方法として有効であるかもしれない。ま

た，フレイル予防行動変容ステージが介入前に比べ

て維持・向上した者が 8 割以上おり，フレイル予防

行動の獲得にも効果があることが示唆された。「み

んフレ」によって地域の課題を認識し，フレイル予

防活動に取り組むことが参加者自身のフレイル予防

につながり，その活動が自分自身に対する効果だけ

でなく地域全体のフレイル予防にも必要であるとい

う，行動変容のプラス面が増大したことで28)，フレ

イル予防行動変容ステージの変化につながったと考

えられた。フレイル予防行動変容ステージが低下し

た 6 人のうち，準備期より低いステージに低下した

者は 3 人で，ステージは低下したが，フレイル予防

行動を実践している者が半数を占めていたことか

ら，本プログラムによってフレイル予防行動を促進

できると考えられた。

最後に，以上の結果を踏まえ，「みんフレ」を導

入，実施する際の留意点について検討する。「みん

フレ」は参加者主体のグループワークであるため，

受け身ではない，ある程度の積極性が参加にあたっ

て必要であったと考えられる。フレイル高齢者では

心身機能低下により，意欲が低下していることが参

加の妨げとなった可能性があるが，このような者に

対していかに働きかけるかが大切と考えられる。具

体的な方法として，募集時や説明会において，「み

んフレ」は，フレイルを対象としたプログラムであ

り，心身機能低下を実感していても十分に参加でき

ることを明確に伝えることが考えられる。さらに，

お住まいの地域を知ることを通して自分のフレイル

予防だけでなく，地域のために役立つことができる

プログラムであることを伝えることも，社会的欲求

や承認欲求を刺激し，参加意欲を高めることにつな

がるかもしれない。また，グループワークの経験が

なくても専門職の支援によって誰でも参加できるこ

とを伝え，心理的なハードルを下げることも必要で

あろう。一方で，脱落者では認知機能が低下してお

り，脱落者の MoCA-J 得点の平均は19点であった

ことから，認知機能が低下している対象者にもプロ

グラムを継続することができ，効果を上げられるよ

うになるための工夫が必要かもしれない。

本研究の限界は，まず都市高齢者コホートにおい

て対象者を募集したため，非都市部でも同様の結果

が得られるか検討が必要なことである。また，脱落

率が高かったことから，効果が認められやすい対象

者が残った可能性がある。対象者を増やして「みん

フレ」の効果について検証していく必要がある。

今後は12か月後，24か月後の追跡調査のデータを

分析し，「みんフレ」がもたらすフレイル抑制・改

善効果について，本研究を実践したコホートから抽

出した対照群との比較により明らかにする予定であ

る。

 結 語

本研究では，CAP を用いたフレイル予防活動支

援プログラム「みんフレ」のプログラムの実践例の

紹介と，その評価を通して，実施可能性と実施上の

留意点を検討した。その結果，住民によるグループ

ワークを専門職が支援するプログラムであっても，

専門職が直接介入する従来型プログラムと同程度の

約 3 割の参加率があった。また，介入前後のアン

ケート結果から，プログラムによってフレイルや地

域資源への理解度が向上し，フレイル予防行動の獲

得も示唆された。

本研究にご協力いただいた調査参加者および協力者の
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An implementation study of a program supporting frailty-prevention community

activities using the `̀ Community-as-Partner'' model

Kazumasa NISHIDA, Hisashi KAWAI, Takeshi KERA2Harumi NAKADA3,

Kazuyuki SATO4and Shuichi OBUCHI

Key wordsfrailty, community-as-partner, implementation study

Objectives We hypothesized that the motivation for improving physical function could be increased by in-

creasing the awareness of social role expectations among frail community-dwelling older adults

through an intervention based on the Community-as-Partner (CAP) model. We also developed a

program for supporting community activities to prevent frailty, utilizing the CAP model. Program

feasibility was assessed by implementing it under the local government's frailty prevention service.

Methods The CAP-based program consisted of a `̀ learning period,'' a `̀ regional issue extraction period,''

and a `̀ practice period,'' scheduled once a week for four months. Public health nurses and/or physi-

cal therapists assisted with the program. The intervention was conducted with a cohort study of

community-dwelling older adults. About 160 participants identiˆed as frail and pre-frail on the

Kihon Checklist were recruited. Program feasibility was assessed through participation rate, num-

ber of pre-frail and frail individuals, and drop-out rate; scores of a pre-post intervention question-

naire assessing the understanding of frailty and regional resources; and behavioral change stage on

frailty prevention.

Results A total of 42 participants were recruited (participation rate＝26.3; 25 were pre-frail and 17

were frail). The drop-out rate was 23.8 (n＝10). The scores on four out of ˆve items and six out

of eleven items on the understanding of frailty and regional resources, respectively, improved sig-

niˆcantly after the intervention. Regarding the behavioral change stage, 26 participants (81.2)

maintained or improved.

Conclusion The participation rate was approximately 30, similar to conventional programs with direct

professional intervention. Conversely, a higher drop-out rate compared to conventional programs

suggested the importance of explaining the workshop in the program introduction and publicizing

the workshop. The results indicated that the program improved the understanding of frailty and

regional resources, and led to behavioral change for frailty prevention.
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